
わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

一
石
油
化
学
工
業
の
特
質
と
概
要

二
減
価
償
却
の
実
態

川
税
法
の
減
価
償
却
規
定

ω製
造
装
置
の
実
態

川
三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
の
減
価
償
却

三
大
型
化
の
「
効
果
」

川
三
井
石
油
化
学
、
コ
一
菱
油
化
の
実
態

川
先
発
企
業
と
後
発
企
業
〈
以
上
、
第
三
二
巻
一
号
所
載
)

四
設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉

ω設
備
投
資
と
借
入
金
、
減
価
償
却

ω三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
の
実
態

川
建
設
費
の
高
騰
と
「
一
減
価
償
却
不
足
」

五
む
す
び
に
か
え
て
〈
以
上
、
本
号
所
載
)

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

(
宇
代
)

大

橋

英

五



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

二
四

四

設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉

ω設
備
投
資
と
借
入
金
、
J

減
価
償
却

わ
が
国
の
石
油
化
学
企
業
で
は
、
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
短
期
、
加
速
度
償
却
を
実
施
し
て
き
た
。

「
減
価
償
却
の
実
態
」
で
は
こ
う

し
た
償
却
の
実
態
を
と
く
に
固
定
資
産
の
状
、
品
と
白
の
関
連
で
位
置
づ
け
た
。
し
か
し
、
減
価
償
却
は
固
定
資
産
の
費
用
配
分
計
算
と
い
う

内
容
に
と
ど
ま
ら
ず
、
設
備
投
資
資
金
を
確
保
す
る
と
い
う
重
要
な
機
能
を
も
っ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
わ
が
国
石
油
化
学
企
業
の
急
速
な

拡
大
心
あ
っ
て
、
減
価
償
却
が
資
金
源
泉
と
し
て
ど
の
よ
う
な
機
能
を
は
た
し
た
か
を
中
心
に
分
析
す
る
。

ま
ず
全
般
的
に
、
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
設
備
投
資
動
向
を
第
幻
表
に
よ
っ
て
み
よ
う
。
第
幻
表
は
石
油
化
学
工
業
の
-
設
備
投
資
額

の
推
移
を
、
前
述
の
山
本
勝
巴
氏
の
指
摘
に
よ
る
石
油
化
学
工
業
の
発
展
段
階
ご
と
の
十
回
と
対
照
さ
せ
て
示
し
た
(
第
4
表
参
照
)

O

、，
、ー

の
表
に
よ
る
と
、
先
発
企
業
の
第
一
期
石
油
化
学
計
画
に
始
ま
る
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
-
設
備
投
資
は
、
そ
の
後
の
後
発
企
業
の
コ
ン

ピ
ナ

i
ト
形
成
、
さ
ら
に
先
発
企
業
の
第
二
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
の
形
成
に
よ
っ
て
そ
の
規
模
が
拡
大
さ
れ
つ
づ
け
て
き
た
。
ま
た
、
昭
和
四

三
年
か
ら
四
七
年
の
聞
に
は
、
国
際
水
準
と
し
て
の
一
一
一

O
万
ト
ン
エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト
が
九
基
一
も
建
設
さ
れ
、
そ
の
投
資
額
は
五
年
間
に

一
兆
円
以
上
に
も
達
し
た
。
近
年
で
は
、
石
油
危
機
以
降
の
建
設
費
の
高
騰
、
公
害
防
止
設
備
の
増
大
の
も
と
で
高
水
準
の
設
備
投
資
が

実
施
さ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
莫
大
な
設
備
投
資
資
金
は
ど
の
よ
う
に
調
達
さ
れ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
第
辺
表
に
よ
っ
て
資
金
調
達
の

状
況
を
検
討
し
て
お
こ
う
。
第

n表
の
調
達
総
額
と
第
幻
表
の
設
備
投
資
額
は
、
調
達
総
額
が
計
画
に
も
と
づ
く
純
増
べ

1
ス
で
あ
る
の

に
対
し
て
設
備
投
資
額
は
支
払
ベ

l
ス
で
の
算
出
の
た
め
一
致
し
な
い
が
、
基
本
的
に
は
何
一
の
内
容
で
あ
る
。
第
忽
表
に
よ
っ
て
資
本
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(1〕嗣和50年以前については実積， 51年は采猿見込， 52年は

計画の値である。
(2) 『石油化学工業の現状』（石油化学工業会〉， 『主要産業

の設備投資計画JI（通産省企業局λ山本勝己「再構築の機
図とコンピナ F ト体制め将来上〈『化学経済』 1976年6月

号， 6ベF ジ〉ーより作表。

29,328 既受21三年 1
P Pl 

注

第21表宥？由化学工業の警備投資

年度 l I 
昭 和！設備投資額i
32 I 加｜
33 I 234 I 
34 I 276 

385 

664 

559 

620 

912 

調
達
の
内
訳
を
み
る
と
、
借
入
金
と
自
己
資
金
に
よ
っ
て
大
部
分
を
ま
か
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
株
式
、
社
債
に
よ
る
資
金
の

調
達
ほ
全
般
的
に
み
る
と
相
対
的
に
低
い
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
石
油
化
学
企
業
の
設
立
期
で
あ
っ
た
曜
和
一
ニ

0
年
代
お
よ
び

大
幅
な
設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
た
昭
和
国

0
年
代
初
期
に
は
、
噴
要
な
役
割
を
は
た
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、
自
己
資
金
に
つ
い
て

み
る
と
、
自
己
資
金
の
大
部
分
は
減
価
償
却
よ
り
な
っ
て
お
り
、
そ
の
額
は
設
備
規
模
の
拡
大
に
つ
れ
て
急
速
に
増
大
し
て
き
た
。
す
な

わ
一
一
が
国
石
油
化
学
企
業
と
掛
川
倒
償
却

二
五



〈単位:億円， %) 

借
入 (形金〉 内，減価償(却

気G) I (9ぢ〕 %) 

165 85.9 15 7.8 

205 77.9 39 14.8 8 3.0 

155 68.5 47 20. 7 61 26.9 

203 56.5 15 4.1 101 28.1 

325 47.5 2 0.2 179 26.1 

273 50.9 21 3.9 200 37.3 152 28.3 

568 57.5 48 4.8 245 24.8 245 24.8 

522 51. 3 37 3.6 395 38.8 384 37.7 

18 2，3 19 2.4 616 79.7 517 66.9 

412 37.3 49 4.5 548 49.7 544 

926 49.7 71 3.8 662 35.6 611 32.9 

1，025 53.8 77 4.0 737 38.7 637 33.4 

1， 329 54.8 90 3.7 720 29.6 568 23.4 

1，325 55.0 33 1.4 921 38.2 835 34.6 

102 7.1 25 1.8 1， 274 89.3 1，025 71.9 

"'124 "'9.4 "'28 ゐ2.1 1， 369 103.8 1， 113 84.4 

1， 181 38.9 178 5.9 1， 615 53. 1 1， 164 38.3 

2，094 59.7 300 8.6 1，142 32.6 1，040 29.7 

1， 409 48.8 265 9.2 1， 323 45.9 1， 202 41. 7 

194 8.2 197 8.4 2，001 85. 1 1， 501 63.9 

は資料不備のた不明である。

済』昭和38年1月号.78ベージ)，ダイヤモンド社編『石油化学~ 239ベージ，通産省産業政

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

~ 
ノ、



石油化学工業の設備資金調達(純増ベース〉

年昭和度 I 調達総(%額~ I 株 (勿債〉(銘〉

32 192 100.0 28 14.5 

33 263 50 19.0 

34 226 10 4.4 

35 359 39 10.8 16 4.4 

36 684 169 24.7 11 1.6 

37 

38 536 60 11.1 3 0.5 

39 987 140 14.1 34 3.4 

40 1，016 67 6.5 32 3.1 

41 772 108 13.9 30 3.8 

42 1，103 134 12.1 9 0.9 

43 1，863 179 9.6 96 5.1 

44 1，905 118 6.2 25 1.3 

45 2，427 356 14.7 22 0.9 

46 2，410 110 4.6 54 2.2 

47 1，427 57 4.0 企6 "'0.4 

48 1，319 33 2.5 41 3. 1 

49 3，040 33 1.1 211 6.9 

50 3，506 36 1.0 234 6.7 

51 2，885 15 0.5 139 4.8 

52 2，350 。 。 156 6.6 

第22表

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

石油化学を主たる業とする企業の資金調達計画についの健である。またーについて

産業資金部会の資料による。「石油化学ゴンピナートの経営問題」通産省(~化学経
策局編『主要産業の設備投資計画』各年版，より作表。

(1) 

(2) 

注

七



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

わ
ち
、
設
立
当
初
で
は
資
金
調
達
総
額
の
二

O
パ
ー
セ
ン
ト
台
で
あ
っ
た
が
、
昭
和
四

0
年
代
に
は
減
価
償
却
が
全
資
金
量
に
占
め
る
割

合
は
一
三

O
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
、
ま
た
時
と
し
て
四

0
1七
O
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
達
し
て
い
る
。
減
価
償
却
額
は
所
有
固
定
資
産
の
増
加
に

二
入

対
応
し
て
、

一
定
の
水
準
で
規
則
的
に
増
大
し
て
き
た
。
し
か
し
、
調
達
資
金
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、
そ
の
時
々
の
設
備
投
資
の
大
き

さ
に
と
も
な
っ
て
変
動
す
る
。
す
な
わ
ち
、
三

O
万
ト
ン
エ
チ
レ
ン
装
置
の
建
設
を
中
心
と
し
た
き
わ
め
て
大
幅
な
投
資
が
実
施
さ
れ
た

昭
和
四
三
年
か
ら
昭
和
四
六
年
に
か
け
て
は
概
ね
一
ニ

O
パ
ー
セ
ン
ト
を
調
達
し
た
に
す
ぎ
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
投
資
額
が
相
対
的
に
低
い

水
準
で
あ
っ
た
昭
和
四
一
、
四
七
、
四
八
年
に
は
、
減
価
償
却
額
は
全
体
の
六
六
・
九
、
七
一
・
九
、
八
四
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
な
っ

て
い
一
る
。
ま
た
、
昭
和
五
一
、
五
二
年
で
も
五
七
・
四
、
六
三
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
と
高
い
水
準
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
と
く
に

近
年
入
玉
体
と
し
て
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
自
己
資
金
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
大
幅
で
重
要
な
設
備
投
資
に

あ
た
一
つ
て
は
借
入
金
が
不
可
欠
な
役
割
を
は
た
し
て
い
る
こ
と
を
し
め
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、

つ
ぎ
に
借
入
金
の
状
況
を
み
よ
う
。

、
借
入
金
は
第
辺
表
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
資
金
調
達
の
な
か
で
最
も
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
。
と
く
に
、
石
油
化
学
工
業
の
設
立
期

で
あ
る
昭
和
三
二
年
か
ら
三
四
年
に
か
け
て
は
、
七

O
t八
O
パ
ー
セ
ン
ト
を
借
入
金
に
よ
っ
て
調
達
し
た
。
こ
の
時
期
の
借
入
金
は
、

の
ち
一
に
指
摘
す
る
よ
う
に
日
本
開
発
銀
行
か
ら
の
融
資
が
大
き
な
割
合
を
し
め
た
。
さ
ら
に
、
後
発
企
業
の
設
立
期
で
あ
っ
た
昭
和
三
五

年
か
ら
三
九
年
に
か
け
て
も
借
入
金
が
五

O
パ
i
セ
シ
ト
台
を
占
め
て
い
る
。
ま
た
周
知
の
三

O
万
ト
ン
装
置
の
建
設
が
お
こ
な
わ
れ
た

昭
和
四
三
年
か
ら
四
六
年
に
か
け
て
も
全
体
の
五

O
J五
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
借
入
金
が
高
い
水
準
に
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
投

資
額
が
相
対
的
に
低
い
水
準
に
あ
っ
た
昭
和
四
一
、
四
七
、
四
八
、
五
二
年
に
は
借
入
金
の
割
合
は
小
さ
く
、
す
で
に
指
摘
し
た
減
価
償

却
を
一
中
心
と
す
る
自
己
資
金
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
た
。

こ
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
資
本
調
達
の
全
般
的
な
状
、
記
は
、
設
立
お
よ
び
莫
大
な
設
備
投
資
に
あ
た
っ
て



(単位:100万円〉

I ~*Hj選 i 三菱油引山学 i 日本搬 I ~.吋 計

資金所要額 20，000 12，100 6，000 970 14，500 . 53，570 

調達内訳

株 式 1，000 1，800 700 170 2，500 6，170 
( 59的 1 (159M〉 (129ぢ) (189的 (17%) (139ぢ〉

借入計 19，000 0，300 5，300 800 12，000 47，400 
(959的 (859ぢ〕 (889的 (82%) (83現の (87%) 

開 銀 2，500 2，000 1， 000 200 6，000 11，700 

興 銀 2，400 1， 500 700 220 

長 銀 4，400 1，500 700 130 

一般市中 9，300 2，700 2， 100 200 3，000 

託 500 800 50 

保 険 1，400 800 

タト 資 1， 300 

第 1期計画の資金諦逮第23表

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

『石「石油化学における開銀融資の必要性についてJ(遺産省軽工業局，昭和34年12月)， 
油化学工業10年史』石油化学工業協会， 421ベージ。

注

は
銀
行
か
ら
の
借
入
金
が
中
心
的
な
役
訴
を
は
た
し
た

が
、
こ
れ
と
な
ら
ん
で
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
自
己
資

金
が
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
。
減
価
償
却
に
よ
る
資
金

の
創
出
は
、
そ
の
計
算
構
造
の
特
質
上
、
閤
定
資
産
の
増

加
に
対
応
し
て
一
定
水
準
の
額
が
確
保
さ
れ
る
。
こ
の

定
額
は
、
と
く
に
石
油
化
学
工
業
が
本
格
的
な
営
業
体
勢

に
入
っ
た
昭
和
四

0
年
代
以
降
は
全
資
本
調
達
額
の
四

O

ー五
O
パ
ー
セ
ン
ト
を
確
保
し
た
。
し
か
し
、
設
備
投
資

は
先
行
的
、

一
時
的
に
限
定
し
て
な
さ
れ
る
た
め
、
大
幅

な
設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
る
時
期
に
は
借
入
金
が
不
可
欠

な
役
割
を
は
た
し
て
き
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

以
上
の
全
般
的
な
分
析
に
つ
づ
い
て
、
も
う
少
し
詳
L

く
そ
れ
ぞ
れ
の
時
期
で
の
資
金
調
達
の
内
容
に
つ
い
て
分

析
し
よ
う
。

わ
が
国
石
油
化
学
工
業
は
、
石
油
化
学
第
一
期
計
画
の

も
と
で
銀
行
か
ら
の
借
入
金
を
資
本
源
泉
と
し
て
設
立
さ

れ
た
。
こ
の
石
油
化
学
第
一
期
計
画
は
、
昭
和
三

O
年
秋

二
九



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

。

よ
り
建
設
を
開
始
し
た
一
三
社
一
四
工
場
の
工
事
が
、
約
八
二

O
億
円
の
資
金
を
用
い
て
、
昭
和
三
四
年
末
に
終
了
し
た
。
こ
の
状
況
を

主
要
五
社
に
つ
い
て
し
め
し
た
第
お
表
に
よ
っ
て
み
る
と
、
一
ニ
井
石
油
化
学
の
資
金
所
要
額
は
二

O
O億
円
、
三
菱
油
化
二
二
億
円
、
日

本
石
油
化
学
六

O
億
円
、
日
本
触
媒
九
・
七
億
円
、
日
本
合
成
ゴ
ム
一
四
五
億
円
、
五
社
合
計
五
三
五
・
七
億
円
と
第
一
期
計
画
全
体
の

六
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
達
し
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
借
入
金
に
よ
る
資
本
調
達
が
三
井
石
油
化
学
九
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
三
菱
油
化
八
五
パ

1
セ
ン
ト
、
日
石
化
学
八
八
パ
ー
セ
ン
ト
と
い
う
よ
う
に
、
大
き
な
割
合
を
し
め
し
て
い
た
。
し
か
も
、
借
入
金
の
な
か
で
日
本
開
発
銀

行
か
ら
の
借
入
金
が
大
き
な
地
位
を
し
め
、
総
額
で
一
一
七
億
円
も
の
資
金
が
投
下
さ
れ
た
。
こ
れ
は
総
資
金
所
要
額
の
二
二
パ

l
セ
ン

ト
に
も
あ
た
る
額
で
あ
る
。
開
銀
融
資
は
、

「
そ
の
国
民
経
済
的
重
要
性
と
新
規
産
業
と
し
て
の
危
険
性
お
よ
び
所
要
資
金
量
の
大
き
い

こ
と
」
を
理
由
と
し
て
展
開
さ
れ
、

ハ
却
)
っ
た
」
。
こ
う
し
た
借
入
金
の
条
件
は
、
各
社
に
よ
っ
て
若
干
の
差
異
が
あ
る
と
は
い
え
、
お
お
む
ね
開
銀
九
年
、

(ω) 

市
中
銀
行
五
年
の
期
間
で
あ
り
、
利
子
率
は
年
九
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
設
立
に
あ
た
っ

「
多
額
の
市
中
金
融
機
関
融
資
の
根
幹
と
な
り
、
誘
い
水
と
な
っ
て
第
一
期
計
画
遂
行
の
テ
コ
と
な

興
銀
、

長
銀
七
年
、

て
開
銀
を
中
心
と
す
る
長
期
安
定
資
金
が
準
備
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
を
中
心
と
し
た
企
業
化
が
進
め
ら
れ

た
以
上
の
石
油
化
学
企
業
の
資
本
調
達
は
、
す
で
に
第
幻
表
に
よ
っ
て
指
摘
し
た
よ
う
に
、
そ
の
後
、
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
自
己
資
金

が
大
き
な
割
合
を
し
め
る
よ
、
7
に
な
る
。
こ
う
し
た
状
況
を
小
寺
輝
彦
氏
の
分
析
を
み
な
が
ら
検
討
し
よ
う
。
小
寺
氏
は
、
昭
和
三
二
年

下
期
か
ら
三
六
年
下
期
お
よ
び
昭
和
二
六
年
下
期
か
ら
一
二
九
年
上
期
に
つ
い
て
、
企
業
の
資
金
の
運
用
と
源
泉
の
状
況
を
対
比
さ
れ
、
第
M

表
を
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
表
で
は
資
料
の
制
約
か
ら
対
象
会
社
を
六
社
お
よ
び
一

O
社
に
限
定
し
て
い
る
た
め
、
先
発
企
業
の
ウ
ェ
イ

ト
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
第
担
表
に
よ
る
と
、
資
金
の
大
部
分
は
有
形
固
定
資
産
に
投
資
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
資
本
調
達
に
あ
た
っ



第24表石油化学企業〈専業〉の資金運用表 (単位:億円〉

32/下~36/下(6 社) 36/下~39/上(10社〉

わカf 金額 構成比 金額 構成比

国 く%)く%)

学事君石 固定資産 880 (81.6) 747 (72.2) 
使 有形固定資産 788 (73.1) 671 (64.9) 

棚卸資産 63 ( 5.8) 42 ( 4.1) 

当座資産 105 ( 9.8) 285 (27.5) 

減イ師 途その他 30 ( 2・8) "'39 ("'3・8)

却償 合計 1，078 (100.0) 1，034 (100.0) 

内部資金 193 (17.9) 363 (35.1) 

償却 167 (15.5) 344 (33.3) 

社内留保 26 ( 2.5) 19 ( 1.8) 

源|外部資金 885 (82.1) 671 (61.9) 

銀行借入金 557 (51.7) 371 (35.9) 

短期 83 ( 7.7) 238 (23.0) 

長期 474 (44.0) 133 (12.9) 

株式 133 (12.3) 94 ( 9.1) 

泉! その他の固定負債 o (0) 39 ( 3.8) 

支手・買掛金 94 (8.8) 74 (7.1) 

その他流動負債 101 ( 9.3) 93 ( 9.0) 

合計 1，078 (10o.0) 1，034 (100.0) 

注 (1) 各社資料他，一部指定を含む
(2) 小寺輝彦「わが国の石油化学工業資本の形成H興銀調査月報~ 103.昭和45年4月，
21ベージ。

対学産を油たて 償価却 認たは昭・下とたて
応工が行 こい 識。三和五期しこ借
す業急、つ学化 とる し小三三パかてと入
るの増て工 i 。にな寺・六 l らのが金
却為償 設しい業大「つが氏三 年下期 セ三減わが
備てるが事こいらはパ ン 九年下期 償却価 か大がいこ年はれて、以 l ト るさ
年急、ると々言。つ石上セかで 。な

限速こか膨う 価減償却 ぎ油のンらあ はさ割

がなと ら大迄 の jイAi寸へ主土ヒら乙二a よ ト三つで 、ら合
比技と 事対象 なも よ うに九た全昭にを
較 新術革 設なまう な急、年も体和 し
的 石 く主に業状 増 上のの三 め
短 、増述の況 期がーニ て
かに化油 備投資石しぺ誠をしで 、五年部金内資 い



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

く
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
更
に
石
油
化
学
工
業
の
育
成
策
の
一
環
と
し
て
大
幅
な
特
別
償
却
制
度
の
思
典
が
あ
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で

あ
る
が
、
技
術
革
新
の
激
し
い
石
油
化
学
工
業
に
お
い
て
は
、
減
価
償
却
が
単
な
る
設
備
の
リ
プ
レ
イ
ス
に
当
て
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
、
む
し
ろ
減
価
償
却
の
大
き
さ
が
企
業
の
成
長
を
支
え
る
新
製
品
・
新
製
法
の
企
業
化
を
可
能
に
す
る
企
業
体
力
を
形
成
し
て
い
る
と

考
え
ら
れ
る
点
に
斯
業
に
お
け
る
減
価
償
却
の
性
格
の
重
要
な
意
味
が
あ
る
」
。
以
上
の
減
価
償
却
に
よ
る
設
備
資
産
の
拡
大
に
つ
い
て

の
指
摘
は
、
石
油
化
学
工
業
の
設
備
資
金
に
お
い
て
減
価
償
却
基
金
が
重
要
な
役
割
を
は
た
し
て
い
る
こ
と
を
し
め
し
た
も
の
で
あ
る
。

わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
よ
う
に
き
わ
め
て
急
速
な
設
備
資
産
の
拡
大
が
お
こ
な
わ
れ
る
も
と
で
は
、
減
価
償
却
基
金
に
よ
る
設
備
能
力

の
拡
大
、
す
な
わ
ち
、
い
わ
ゆ
る
「
ロ

l
マ
ン
・
ル
フ
チ
効
果
」
が
顕
著
に
あ
ら
わ
れ
る
。
こ
の
減
価
償
却
基
金
の
利
用
が
、
高
度
経
済

成
長
期
で
の
石
油
化
学
企
業
の
重
要
な
競
争
力
の
内
容
と
な
っ
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

石
油
化
学
企
業
の
そ
の
後
の
資
本
調
達
の
状
況
を
、
三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
に
つ
い
て
検
討
し
な
が
ら
明
ら
か
に
し
よ
う
。

ω三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
の
実
態

三
井
石
油
化
学
と
三
菱
油
化
の
最
近
の
設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
こ
の
た
め
に
第
お
表
、
第
加
表
を
し
め
す
。

両
表
は
、
設
備
投
資
額
と
借
入
金
、
減
価
償
却
の
状
況
を
し
め
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
場
合
、
借
入
金
と
密
接
な
か
か
わ
り
を
も
っ

支
払
利
息
を
資
金
の
運
用
項
目
に
つ
け
加
え
た
。
な
お
、
両
社
の
資
金
の
運
用
と
調
達
は
、
基
本
的
に
は
こ
の
四
項
目
に
よ
っ
て
構
成
さ

れ
て
い
る
と
考
え
て
よ
い
。

ま
ず
三
井
石
油
化
学
に
つ
い
て
み
る
と
、
第
お
表
に
し
め
す
最
近
七
年
間
の
資
本
運
用
額
は
、
設
備
投
資
額
一
、

O
七
五
億
円
、
支
払

利
息
六
八
九
億
円
、
合
計
一
、
七
六
四
億
円
で
あ
り
、
資
金
の
源
泉
は
借
入
金
九
二
五
億
円
、
減
価
償
却
六
八
七
億
円
、
合
計
一
、
六
一

二
億
円
で
あ
る
。
資
金
の
源
泉
額
と
運
用
額
は
、
こ
の
四
項
目
で
概
ね
一
致
し
て
い
る
。



第25表資金の源泉と運用(三井石油化学) (単位:100万円〉

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

決算期 資金の運用 資金の源泉

昭和年月 設備費|支払利息|合 計 借入金|減価償却|合 計 l

45 3 7，668 2，679 10，347 6，815 4，006 10，821 

9 8，975 3，044 12，019 5，012 4，940 9，952 

46 3 5，325 3，303 8，628 4，620 4，906 9，526 

9 5，922 3，394 9，316 5，513 4，480 9，993 

47 3 4，526 3，620 8，146 457 2，664 3， 121 

9 2，320 3，296 5，616 企338 3，261 2，923 

48 3 2，589 3，463 6，052 -"250 3，450 3，200 

9 3，683 3，635 7，318 -"326 3，712 3，382 

49 3 8，236 4， 125 12，361 3，823 6，961 10，784 

9 11， 041 4，682 15，723 10，056 4，495 14，551 

50 3 9，900 5，686 15，586 21，524 5，142 26，666 

51 3 22，672 13，643 36，315 25，085 11，459 36，544 

52 3 14，705 14，366 29，071 10，567 9，240 19，807 

dロ"- 計|肌5621 6問 61 176，制| 68，7161 161， 274 

注(1) 「借入金」は当該期の借入額から返済額を控除した値である。また「減価償却」は
有形固定資産についての健である。

(2) 『有価証券報告書』より作表。

てしで借て額三額資源に払約和昭五よ
お、き入まの井 泉も利，息 一 年っ一二
り減る金か六石ののな ・五三て O七 井

こ しよい・化学三ち、設 年算決有形 五油

れ かっ、八 ・誠価雪大暗投量 に三 憶化学
は して残パで八 き も月で固円

第を借調り l はパ な 増大算決九九定産資 にの
25 大入達のセ、 l 額 も七
表幅金し三ンこセはとのしに三 達年
か lま t:::.ーノ--'-、 ト

、，
ソ;f:; t.Jι7ミ Tこ は億の し 間、ー

ら上九と・を七ト八つ田園一円取持画額 、の
明回二指ニ を七て・ま、で こ
らつ五摘パ誠価事 年問 L 億い O た八あ の設惜
かて脅す! のめ円るパこ五つ 設投

な調達 るセ 設てと 。!の億四円たは備投資
ょ にこンに惜投い設金置セ聞 も和昭 資
うさもとトよ る ンのの 額
にれ達がをつ 。投備 のト支とが四には



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

四

多
額
な
支
払
利
息
の
支
払
に
あ
て
ら
れ
た
。
三
井
石
油
化
学
の
七
年
間
の
支
払
利
息
六
八
九
億
円
は
、
同
期
間
の
減
価
償
却
資
金
六
八
七

億
円
に
匹
敵
す
る
莫
大
な
額
で
あ
る
。
以
上
の
状
況
は
、
借
入
金
に
よ
る
資
本
達
調
が
、
減
価
償
却
に
よ
る
資
金
の
確
保
と
設
備
投
資
額

お
よ
び
支
払
利
息
の
支
払
と
の
関
連
で
計
画
的
に
展
開
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
し
め
し
て
い
る
。
ま
た
、
設
備
投
資
に
し
め
る
減
価
償
却
の

割
合
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
銀
行
か
ら
の
借
入
金
が
不
可
避
な
役
割
を
は
た
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

三
井
石
油
化
学
で
は
、
た
と
え
ば
昭
和
五
二
年
三
月
決
算
に
つ
い
て
み
る
と
、
長
期
借
入
金
期
末
残
高
一
、
二
九
三
億
円
の
う
ち
、
三

井
銀
行
、
三
井
信
託
銀
行
、
三
井
生
命
保
険
相
互
会
社
の
三
社
か
ら
の
系
列
融
資
が
四
六
三
億
円
全
一
五
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
)
、
日
本
開
発

銀
有
、
日
本
輸
出
入
銀
行
、
日
本
長
期
信
用
銀
行
、
日
本
興
業
銀
行
か
ら
の
借
入
が
五

O
四
億
円
全
一
九
・

O
パ
ー
セ
ン
ト
)
と
な
っ
て
い

る
。
す
な
わ
ち
、
系
列
融
資
お
よ
び
政
府
関
係
金
融
機
関
か
ら
の
融
資
が
重
要
な
地
位
を
し
め
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
は
前
述
の
自
己

金
融
の
増
大
お
よ
び
政
府
関
係
の
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
金
の
増
大
が
、
三
井
資
本
全
体
の
視
点
か
、
り
す
れ
ば
、
相
対
的
に
少
額
な
系
列

融
資
に
よ
っ
て
、
三
井
石
油
化
学
の
支
配
を
進
め
る
も
の
で
あ
る
。

三
菱
油
化
の
状
況
を
第
お
表
に
よ
っ
て
み
る
と
、
昭
和
四
四
年
一
二
月
決
算
以
降
の
設
備
投
資
額
は
一
、
四
八
七
億
円
、
支
払
利
息
九

一
一
億
円
、
合
計
一
一
、
四
一
八
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
資
本
の
源
泉
は
借
入
金
一
、
三
九
五
億
円
、
減
価
償
却
七
二

O
億
円
、
ム
ロ

計
二
、
一
一
六
億
円
で
運
用
額
二
、
四
一
八
億
円
と
対
応
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
三
菱
油
化
は
七
年
間
に
一
、
四
八
七
億
円
を
投
資
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
昭
和
四
四
年
二
一
月
決
算
で
有
形
固
定
資
産
の

取
得
価
額
が
一
、

一
O
四
億
円
で
あ
っ
た
も
の
が
、
昭
和
五
一
年
一
二
月
決
算
に
は
二
、
三
二
一
億
円
と
ニ
・
一
倍
に
も
増
大
し
た
。
と

く
に
、
昭
和
四
五
年
六
月
決
算
か
ら
昭
和
四
六
年
二
一
月
決
算
に
か
け
て
は
、
鹿
島
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
の
建
設
を
中
心
と
し
て
四
四
七
億
円

も
の
設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
た
。
三
菱
油
化
で
は
、
前
述
の
三
井
石
油
化
学
と
対
比
し
て
相
対
的
に
こ
の
時
期
の
-
設
備
投
資
額
は
大
き



(単位:100万円〕

決算期 資金の運用 資金の源泉

昭和年月 設備費|支払利息|合 計 借入金|減価償却|合 計

44 12 5，604 3，153 8， 757 5，507 4，441 9，948 

45 6 9，225 3，471 12，696 7，060 4，125 11，185 

12 11，727 4，056 15，783 11，503 4，245 15，748 

46 6 14，274 4，681 18，955 17，258 4，979 22，237 

12 9，486 5，161 14，647 9，040 4，850 13，890 

47 6 2，646 5， 162 7，808 "523 3，965 3，442 

12 2，201 4，888 7，089 638 4，001 4，639 

48 6 4，713 5，013 9，726 3，192 4，002 7，194 

12 3，322 5，543 8，865 2，713 5，055 7，768 

49 6 4，964 6; 335 11，299 5，262 4，639 9，901 

12 14，082 7，600 21，682 10，935 4，805 15，740 

50 12 39，879 17，224 57，103 45，371 11，017 56，388 

51 12 26，623 20，849 47，472 21， 604 11， 969 33，573 

メ口与 計|叫7461 93，136 1 241， 882 1 139，5601 川 931 211，653 

資金の源泉と運用(三菱油化〉第26表

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
依
償
却

く
、
し
た
が
っ
て
設
備
投
資
額
に
し
め
る
減
価
償
却
の

割
合
は
四
八
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
三
井
石
油
化
学
よ
り

も
低
く
な
っ
て
い
る
。
と
く
に
、
大
幅
な
設
備
投
資
が

実
施
さ
れ
た
昭
和
四
五

t
四
六
年
に
か
け
て
は
、
減
価

償
却
の
割
合
は
低
く
、
借
入
金
の
割
合
が
圧
倒
的
に
大

き
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の
後
、
設
備
投
資
の
水
準
が
低

下
す
る
に
し
た
が
っ
て
、
減
価
償
却
の
割
合
が
増
大

し
、
昭
和
四
七
年
か
ら
四
八
年
に
か
け
て
は
減
価
慣
却

が
設
備
投
資
を
大
幅
に
上
回
っ
て
さ
え
い
る
。
ま
た
近

年
で
は
借
入
金
の
割
合
が
再
び
増
大
し
た
。
支
払
利
息

の
状
況
を
み
る
と
、
三
井
石
油
化
学
と
同
様
に
、
高
水

準
と
な
っ
て
い
る
。
以
上
の
借
入
金
が
、
コ
一
菱
銀
行
お

よ
び
三
菱
信
託
銀
行
な
ど
の
系
列
融
資
(
昭
和
五
一
年

第25表に同じ

一
ニ
月
決
算
の
長
期
借
入
金
は
当
該
二
行
で
四

O
二
億

円
、
全
体
の
二
五
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
〉
お
よ
び
開
銀
、

興
銀
、
長
銀
と
い
っ
た
政
府
金
融
機
関
か
ら
の
融
資
(
当

注

該
コ
一
行
で
コ
一
八
九
億
円
、
全
体
の
二
四
・
六
パ

l
セ
ン

五



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

一六

ト
)
か
ら
な
さ
れ
て
お
り
、
こ
う
し
た
状
況
は
三
井
石
油
化
学
と
同
様
で
あ
る
。

以
上
の
よ
う
に
検
討
し
て
く
る
と
、
三
菱
油
化
の
資
本
の
源
泉
と
運
用
の
内
容
は
、
三
井
石
油
化
学
と
比
較
し
て
設
備
投
資
が
相
対
的

に
大
幅
に
実
施
さ
れ
、
よ
り
借
入
金
が
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
と
は
い
え
、
基
本
的
に
は
同
一
の
内
容
を
も
っ
て
展
開
さ
れ
た
こ
と
が

明
ら
か
に
な
っ
た
。

川
建
設
費
の
高
騰
と
「
減
価
償
却
不
足
」

減
価
償
却
が
設
備
投
資
の
資
金
源
と
し
て
重
珂
女
な
役
剖
を
は
た
し
て
き
た
こ
と
に
つ
い
て
指
摘
し
て
き
た
。
と
こ
ろ
で
、
近
年
、
建
設

費
の
高
騰
お
よ
び
公
害
防
止
設
備
等
の
た
め
の
投
資
の
増
大
に
よ
っ
て
、
装
置
全
体
の
建
設
費
が
い
ち
じ
る
し
く
高
騰
し
て
い
る
と
い

ぅ
。
こ
う
し
た
状
況
を
背
景
と
し
て
、
減
価
償
却
が
設
備
投
資
資
金
の
確
保
に
お
い
て
は
た
し
て
き
た
従
来
の
機
能
が
縮
小
し
た
と
し

て
、
い
わ
ゆ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
の
発
生
が
問
題
と
さ
れ
て
い
る
。
石
油
化
学
工
業
で
の
最
近
の
こ
の
問
題
を
位
置
づ
け
て
お
こ
う
。

最
近
の
建
設
費
の
高
騰
の
状
況
を
分
析
す
る
た
め
、

エ
チ
レ
ン
装
置
の
状
、
況
を
日
本
興
業
銀
行
の
岡
本
男
氏
の
分
析
に
よ
っ
て
み
よ

ぅ
。
嗣
本
氏
は
エ
チ
レ
ン
装
置
の
プ
ラ
ン
ト
コ
ス
ト
に
つ
い
て
一
九
七

O
年
完
工
と
一
九
七
五
年
末
完
工
の
状
況
を
第
訂
表
の
よ
う
に
推

定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
三

O
万
ト
ン
エ
チ
レ
ン
装
置
(
原
料
ナ
フ
サ
)
に
つ
い
て
想
定
べ

i
ス
で
の
プ
ラ
ン
ト
コ
ス
ト
の
試
算
で
あ

る
。
第
幻
表
に
よ
る
と
、
調
達
機
器
の
価
格
上
昇
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
現
場
工
事
費
の
上
昇
が
い
ち
じ
る
し
く
、
装
置
本
体
で
一
了
七

倍
も
の
よ
昇
と
な
る
。
さ
ら
に
付
帯
設
備
の
建
設
費
上
口
升
が
大
き
く
、
全
体
と
し
て
の
プ
ラ
ン
ト
コ
ス
ト
ば
一
二
倍
あ
ま
り
に
も
達
す
る
と

(
お
)

い
う
。
ま
た
岡
本
氏
は
エ
ナ
レ
ン
装
置
本
体
の
プ
ラ
ン
ト
コ
ス
ト
は
一
九
七
七
年
に
は
一
九
七

O
年
と
比
較
し
て
五
倍
あ
ま
り
に
も
上
昇

(
お
)
(
お
)

す
る
と
分
析
し
て
い
る
。

以
上
の
よ
う
な
建
設
費
の
高
騰
に
加
え
て
、
公
害
防
止
設
備
へ
の
投
資
が
大
き
な
割
合
を
し
め
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
第
お
表
は
通
産
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1J3)/ω 

2.7 

(2.4) 

(3.3) 

2.5 

2.7 

3.7 

2.9 

75年末完工@

250 

(13の
(115) 

23 

273 

110 

383 

〈備考〉原料ナフサ。新設プラント。 70年完エのプラントコストは，実績億勘案による推定価
格。 75年完工コストは， 70年値をベースとして，各種情報により行った積算推定値。

積算項目，対7C年推定倍率は次の通り
。調達機器(据付費用を含む〉

塔類 (2.4倍)，槽類 (2.6倍)，熱交換器 (2.5倍)，ポンプ (2.8傍)，コンプレツ
サー (2.3倍)，炉 (2.4倍〕

0現場建設エ事
配管 (3.2倍入計器・計装 (3.5倍)，電気 (4.7倍).保温・保冷 (3.0倍).塗装
(2.9倍)，土建 (2.8傍).仮設 (2.6倍〉
。間接費 (2.5傍〉

工事監督責，設計料，ロイアルティ，建設経費，予備費

O付帯
70年プラント 装置本体x30%
70年プラント 装置本体x409百

〈注〉岡本昂「石油化学工業の競争力J~興銀調査~ 174， 1974. No. 4，63ページ。

70年完ヱω

91 

(56) 

(35) 

9 

100 

30 

130 

合計(吋

(イ)+(ロ)十十す

帯

計

付

総

わ
が
国
石
油
化
学
会
業
と
減
価
償
却

直接工事費{イ}

うち 調達機器

現場工事費

間接費(吋

装置本体(イ)+(吋

省
の
調
査
に
も
と
づ
く
石
油
化
学
企
業
で
の
公
害
防
止

設
備
へ
の
投
資
の
状
況
を
し
め
し
て
い
る
。
第
お
表
に

よ
る
と
、
大
気
汚
染
防
止
施
設
、
水
質
汚
濁
防
止
施
設

を
中
心
と
し
た
投
資
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
と
く
に
、

昭
和
四
九
年
、
五

O
年
に
は
設
備
投
資
額
全
体
の
一
八

ー
一
九
パ
ー
セ
ン
ト
の
公
害
防
止
設
備
へ
の
投
資
が
実

施
さ
れ
た
と
い
う
。
こ
う
し
た
最
近
の
公
害
防
止
設
備

へ
の
投
資
は
、
本
来
、
石
油
化
学
企
業
が
実
施
す
べ
き

は
ず
の
も
の
を
、
企
業
へ
の
社
会
的
な
批
判
を
背
景
と

し
た
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
防
災
法
、
高
圧
ガ
ス
取
締
法
な
ど

の
法
改
正
、
施
行
規
則
の
改
訂
な
ど
に
よ
っ
て
、

お
く

れ
ば
せ
な
が
ら
実
施
さ
れ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
石
油

化
学
企
業
に
と
っ
て
は
、
前
述
の
製
造
設
備
の
建
設
費

の
高
騰
と
同
様
に
、
製
品
に
つ
い
て
の
単
位
当
り
建
設

コ
ス
ト
の
上
昇
と
し
て
認
識
さ
れ
る
。

以
上
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、
石
油
化
学
企
業
で
の

将
来
の
設
備
投
資
は
、
公
害
防
止
施
設
へ
の
増
大
と
建

七



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

〈単位:億円〉

年度 企業数
大染施気防設汚止 濁施水防質設汚止 騒動施音防設振止 産棄理業施物廃処設 語Eli議対投率設資(%比備〉昭和 (社〉

47 78 30 73 l 11 3 118 12.3 

48 83 77 117 18 29 9 250 15.7 

49 76 266 219 18 31 40 574 18.9 

50 89 352 156 7 30 65 609 18.4 

51 89 169 94 7 19 18 307 13.4 

52 89 129 76 10 12 24 252 11.8 

石油化学公害防止設備(工事ベース〉第28表

昭和50年度前については実績， 51年は実績見込， 52年は計商についての値である。
『主要産業の設備投資計画H通産省産業局〉より作表。

注

i¥ 

設
費
の
高
騰
と
い
う
状
況
の
な
か
で
展
開
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
う
し
た
な
か

で
、
い
わ
ゆ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
が
主
張
さ
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
日
本
興
業

銀
行
の
広
沢
容
氏
は
つ
ぎ
の
よ
う
に
主
張
し
て
い
る
。

「
新
プ
ラ
ン
ト
建
設
の
前

に
た
ち
ふ
さ
が
る
資
金
問
題
は
、
い
わ
ゆ
る
耳
慣
却
不
足
』
の
問
題
で
あ
る
。
建

設
費
の
高
騰
が
投
資
の
主
な
回
収
形
態
で
あ
っ
た
減
価
償
却
の
意
義
を
減
殺
せ
し

め
て
い
る
が
、
既
成
プ
ラ
ン
ト
の
償
却
を
源
資
と
す
る
だ
け
で
は
、
単
純
再
生
産

〈
幻
)

す
ら
困
難
と
化
し
て
い
る
と
も
い
え
る
」
。
広
沢
氏
は
問
題
の
解
決
の
た
め
に
は
、

「
現
在
の
企
業
経
済
的
枠
組
を
前
提
と
す
る
限
り
、
再
投
資
可
能
利
益
の
留
保
を

可
能
に
す
る
収
益
構
造
を
再
構
築
す
る
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
し
て
、
さ
ら

に
建
設
費
高
騰
度
の
新
プ
ラ
ン
ト
と
い
う
償
却
資
産
の
取
得
を
通
じ
て
、
収
益
の

(
お
)

内
部
留
保
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
要
請
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
」
と
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
産
業
界
に
は
「
減
価
償
却
不
足
L

の
解
消
の
た
め
に
は
、

「
資
産
再
評
価
」
が
具
体
的
な
問
題
と
し
て
展
開
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
主

張
が
な
さ
れ
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
石
油
化
学
企
業
に
あ
っ
て
は
、
す
で
に
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
設

( 1 ) 

(2) 

備
投
資
に
お
い
て
減
価
償
却
資
産
が
重
要
な
殺
割
を
は
た
し
て
き
た
。
そ
し
て
、

た
と
え
ば
三
菱
油
化
で
は
ご

t
四
年
間
隔
で
エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト
の
大
型
化
が
実



施
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
設
備
投
資
が
、
す
で
に
指
摘
し
た
加
速
度
償
却
に
よ
る
資
金
の
創
出
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ
て
き
た
。
す
な
わ
ち
、

石
油
化
学
企
業
で
の
大
幅
な
設
備
投
資
は
減
価
償
却
基
金
に
よ
る
設
備
資
金
の
創
造
に
規
定
さ
れ
な
が
ら
展
開
さ
れ
て
き
た
。
広
沢
氏
の

主
張
は
、
従
来
の
こ
う
し
た
状
況
を
反
映
し
て
、
減
価
償
却
に
よ
っ
て
設
備
資
金
を
確
保
す
る
機
構
の
再
樟
築
と
し
て
な
さ
れ
た
と
考
え

ら
れ
る
。

さ
て
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
、
わ
が
国
石
油
化
学
企
業
で
は
税
法
の
規
定
に
よ
る
短
期
間
の
加
速
度
償
却
に
よ
っ
て
固
定
資
産
に

拘
束
さ
れ
た
資
金
を
回
収
し
、
こ
れ
を
再
び
即
時
的
に
固
定
資
産
へ
投
下
し
て
き
た
。
石
油
化
学
企
業
の
設
備
投
資
は
、
短
期
・
加
速
度

償
却
に
よ
っ
て
創
出
さ
れ
る
減
価
償
却
塞
金
が
即
時
的
に
聞
定
資
産
に
投
下
さ
れ
、
こ
れ
が
再
び
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
っ
て
回
収
さ

れ
て
き
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
石
油
化
学
企
業
に
お
け
る
現
実
の
資
金
循
環
の
構
造
を
前
提
に
考
え
る
と
、
会
計
で
の
減
価
償
却
計
算
の

構
造
か
ら
主
張
さ
れ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
は
、
実
質
的
に
は
生
起
し
な
い
も
の
と
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
減
価
償
却
計

算
で
の
一
定
の
固
定
資
産
に
た
い
す
る
償
却
累
計
額
は
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
高
騰
し
た
同
一
の
新
田
定
資
産
を
取
得
す
る
金

額
に
達
し
え
な
い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
し
か
し
、
企
業
の
現
実
的
な
資
金
の
循
環
構
造
は
、
固
定
資
産
の
短
期
・
加
速
度
償
却
に

よ
っ
て
回
収
さ
れ
た
減
価
償
却
基
金
を
即
時
的
に
拡
大
投
資
の
た
め
に
投
下
し
、
こ
れ
を
再
び
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
っ
て
回
収
し
て

よ
り
拡
大
さ
れ
た
投
資
の
た
め
の
資
金
と
し
て
利
用
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
資
金
の
循
環
の
過
程
で
、
資
金
の
不
足
部
分
を
銀
行
か
ら
の

借
入
金
に
よ
っ
て
補
い
な
が
ら
設
備
資
産
の
拡
大
を
は
か
っ
た
。
と
こ
ろ
で
、
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
資
金
の
即
時
的
、
継
続
的
な

投
下
が
拡
大
の
た
め
の
設
備
資
金
を
確
保
す
る
効
果
を
も
つ
こ
と
は
、

い
わ
ゆ
る
「
ロ

i
マ
ン
・
ル
フ
チ
効
果
」
と
し
て
周
知
の
と
こ
ろ

で
あ
り
、
銀
行
か
ら
の
借
入
資
金
の
投
入
に
よ
る
設
備
資
金
の
増
大
が
減
価
償
却
基
金
の
増
大
を
は
か
る
結
果
に
な
る
こ
と
は
い
う
ま
で

も
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
も
と
で
高
騰
し
た
設
備
拡
大
の
た
め
の
建
設
費
は
、
銀
行
借
入
と
減
価
償
却
基
金
の
増

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

九



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

四
0 

大
に
よ
っ
て
確
保
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
こ
の
償
却
基
金
は
、
過
大
な
償
却
費
の
製
品
原
価
へ
の
算
入
に
よ
っ
て
、
す
な
わ
ち
利

益
の
費
用
化
に
よ
っ
て
短
期
的
に
回
収
さ
れ
、
資
金
と
し
て
確
保
さ
れ
る
。
こ
の
過
程
を
と
お
し
て
企
業
は
そ
の
設
備
資
産
を
拡
大
し
て

お
り
、
こ
の
過
程
が
企
業
の
蓄
積
の
過
程
で
あ
る
。
以
上
の
よ
う
に
、
企
業
の
現
実
的
な
資
金
の
循
環
お
よ
び
蓄
積
の
過
程
に
即
し
て
考

え
る
な
ら
ば
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
建
設
費
の
高
騰
に
よ
っ
て
減
価
償
却
基
金
の
累
計
額
が
新
資
産
の
購
入
価
格
に
達
し
な
い
と

い
う
会
計
の
算
術
的
な
構
造
と
し
て
の
「
減
価
償
却
不
足
」
は
、
仮
構
的
な
論
理
に
す
ぎ
な
い
こ
と
が
わ
匂
か
。

ま
た
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
、
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
で
は
、
急
速
な
技
術
革
新
を
と
も
な
う
大
型
化
の
推
進
に
よ
っ
て
、
製
品

単
位
当
り
の
固
定
費
を
い
ち
じ
る
し
く
縮
小
し
て
き
た
。
現
実
の
企
業
で
は
、
単
純
な
設
備
資
産
の
更
新
が
行
な
わ
れ
る
の
で
は
な
く
、

た
え
ず
技
術
革
新
・
大
型
化
が
お
こ
な
わ
れ
る
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
設
備
投
資
の
意
味
が
な
い
。
こ
の
場
合
、
技
術
革
新
・
大
型
化
を
と

も
な
う
設
備
投
資
は
、
建
設
費
の
高
騰
な
ど
の
原
価
の
上
昇
を
大
型
等
に
よ
る
原
価
の
低
減
、
ま
た
は
市
場
で
の
製
品
価
格
の
上
昇
に
よ

っ
て
償
い
う
る
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
展
開
さ
れ
る
。
と
く
に
従
来
の
わ
が
国
石
油
化
学
で
は
、
大
型
化
に
よ
る
原
価
の
低
減
を
基
礎
に

設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
て
き
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
建
設
費
の
高
騰
が
、
単
純
再
生
産
を
も
困
難
に
す
る
と
い
う
「
減
価
償
却
不
足
」
の

論
理
は
、
仮
構
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

と
こ
ろ
で
、
わ
が
国
石
油
化
学
企
業
で
の
最
近
の
状
況
を
み
る
と
、

一
部
の
プ
ラ
ン
ト
建
設
を
の
ぞ
き
、
新
規
の
大
型
設
備
へ
の
投
資

も
の
と
し
て
、

は
す
で
に
数
年
以
上
に
も
わ
た
っ
て
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
長
期
的
に
は
設
備
が
老
朽
化
し
、
国
際
競
争
力
が
低
下
す
る

(必〉

一
般
に
は
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ピ
ル
ド
の
問
題
と
し
て
議
論
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
議
論
が
、
建
設
費
の
高
騰
に

よ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
を
基
礎
に
し
て
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
し
か
し
、
新
規
の
大
型
投
資
は
、
大
型
化
に

と
も
な
う
減
価
償
却
、
支
払
利
息
な
ど
の
縮
小
に
よ
る
原
価
低
減
、
ま
た
原
価
の
回
収
可
能
な
価
格
水
準
が
前
提
と
な
る
の
で
あ
っ
て
、



会
計
の
償
却
計
算
に
も
と
づ
い
た
「
償
却
不
足
」
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。

い
わ
ゆ
る
算
術
的
な
「
償
却
不
足
」
の
議
論
と
資
本
の
蓄
積
構
造
に
規
定
さ
れ
る
企
業
の
設
備
投
資
動
向
と
は
次
元
を
異
に
し
た
議
論

で
あ
る
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
、
り
ず
、

「
減
価
償
却
不
足
」
と
い
う
論
理
は
、
資
本
の
縮
小
を
主
張
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
資
産
再
評
価
の

実
施
の
た
め
の
論
拠
、
種
々
の
産
業
政
策
の
導
入
等
の
た
め
の
論
拠
を
つ
く
り
だ
す
と
い
う
重
要
な
政
策
的
な
役
割
を
は
た
し
て
い
る
。

〈
お
)
山
本
勝
己
「
再
構
築
の
構
図
と
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
体
制
の
将
来
」
『
化
学
経
済
』
一
九
七
六
年
六
月
号
、
六

2
七
ペ
ー
ジ

(
却
)
(
却
)
通
産
省
軽
工
業
局
「
石
泊
化
学
に
お
け
る
開
銀
融
資
の
必
要
性
に
つ
い
て
」
(
昭
和
三
四
年
二
一
月
)
『
石
油
化
学
工
業
一

O
年
史
』
石

油
化
学
エ
業
会
、
四
二
一

1
四
二
二
ペ
ー
ジ

(
幻
)
小
寺
輝
彦
「
わ
が
国
の
石
油
化
学
工
業
資
本
の
形
成
」
司
興
銀
調
査
月
報
』
一

O
三
、
昭
和
四

O
年
四
月
、
二
一
ペ
ー
ジ

ハ
お
)
「
ロ

i
マ
ン
・
ル
フ
チ
効
果
」
の
内
容
に
つ
い
て
は
拙
稿
「
特
別
償
却
に
つ
い
て
の
一
考
察
」
(
『
立
教
経
済
学
論
叢
』
二
号
)
を
参
照
い
た
だ

き
た
い
。

(
お
〉
石
油
化
学
企
業
で
の
系
列
融
資
の
実
態
と
そ
の
性
格
に
つ
い
て
の
分
析
は
大
西
勝
明
氏
(
「
石
油
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
ー
そ
の
支
配
機
構
と
設

備
投
資
|
」
『
専
修
商
学
論
集
』
第
一
八
号
、
一
九
七
五
二
一
)
に
よ
っ
て
展
開
さ
れ
て
い
る
。

(
鈍
〉
岡
本
赤
「
石
油
化
学
工
業
の
競
争
力
中
期
展
望
建
設
費
の
動
向
」
『
興
銀
調
杢
』
一
七
四
、
一
九
七
四
、
多
士
ハ
二
ペ
ー
ジ

(
お
)
岡
本
、
前
掲
論
文
、
六
四
ペ
ー
ジ

(
M
W
〉
建
一
政
費
の
高
騰
に
つ
い
て
、
化
学
経
済
研
究
所
の
山
本
勝
己
氏
は
、
昭
和
田
七
年
ま
で
の
エ
テ
レ
ン
装
置
の
建
設
費
は
三

O
万
ト
ン
装
置
で
ト

ン
当
り
約
五
万
円
で
あ
っ
た
が
、
石
油
危
機
以
降
急
上
昇
し
昭
和
五
一
年
現
在
で
建
設
中
の
エ
チ
レ
ン
プ
ラ
ン
ト
は
ト
ン
当
り
約
一

O
万
円
、
さ
ら

に
石
化
協
中
長
期
研
の
予
測
で
は
ト
ン
当
り
一
七
万
円
に
も
達
す
る
こ
と
を
指
摘
さ
れ
て
い
る
(
山
本
勝
己
「
再
構
築
の
構
図
と
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
体

制
の
将
来
」
『
化
学
経
済
』
一
九
七
六
年
六
月
号
、
五
ペ
ー
ジ
)

ハ
幻
)
広
沢
容
「
石
油
化
学
工
業
の
供
給
力
見
通
し
」
『
興
銀
調
査
』
一
八
六
、
一
九
七
六
、
宮
町
一
九
ベ
!
?

(
お
)
広
沢
容
、
前
掲
論
文
、
一
九
ペ
ー
ジ

(
鈎
〉
「
化
学
工
業
の
業
種
別
動
向
」
『
化
学
経
済
』
一
九
七
四
年
八
月
臨
時
増
刊
、
三
四
、
一
五
八
ペ
ー
ジ

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

四



わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却

四

ハ
川
制
）
減
価
償
却
の
資
金
的
な
効
果
に
つ
い
て
は
拙
稿
（
「
減
価
償
却
と
資
本
蓄
積
」
『
会
計
』
一

O
五
巻
一
号
お
よ
び
前
掲
論
文
『
立
教
経
済
学
論
叢
』

二
号
）
を
参
照
い
た
だ
き
た
い
。

〈
川
出
〉
最
近
の
償
却
不
足
お
よ
び
資
産
再
評
価
に
つ
い
て
の
会
計
学
的
視
点
か
ら
の
批
判
が
角
瀬
保
雄
氏
に
よ
っ
て
な
さ
れ
て
い
る
、
参
照
さ
れ
た
い

（
「
資
産
再
評
価
必
要
論
批
判
」
『
企
業
法
研
究
』
第
二
三
一
輯
、
昭
和
四
九
年
八
月
お
よ
び
『
経
済
民
主
主
義
と
企
業
会
計
』
第
一

O
章
「
イ
ン
フ

レ
と
大
企
業
の
ふ
く
み
利
益
」
）
。

〈
必
）
た
と
え
ば
、
「
石
油
化
学
工
業
の
中
・
長
期
問
題
に
関
す
る
報
告
」
石
油
化
学
工
業
協
会
品
化
学
経
済
』
一
九
七
六
年
三
月
号
、
八
六
ペ
ー

ジ
〉
、
「
石
油
化
学
工
業
国
際
競
争
力
研
究
会
中
間
報
告
」
通
産
省
基
礎
産
業
局
、
石
油
化
学
工
業
国
際
競
争
力
研
究
会
『
化
学
経
済
』
一
九
七
七
年

七
月
号
、
八
五
ペ
ー
ジ
〉
を
参
照
さ
れ
た
い
。

五

む
す
び
に
か
え
て

わ
が
国
石
油
化
学
工
業
で
は
、
設
立
の
当
初
よ
り
政
府
、
銀
行
、
業
界
が
一
体
と
な
っ
て
装
置
の
大
型
化
を
推
進
し
て
き
た
。
と
く
に

本
稿
で
検
討
し
て
き
た
よ
う
に
先
発
企
業
で
あ
る
三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
で
は
、
継
続
的
な
装
置
の
大
型
化
と
そ
の
高
操
業
度
の
縫

持
を
実
現
し
て
き
た
。
こ
う
し
た
状
況
の
な
か
で
、
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
固
定
費
の
低
下
、
そ
れ
に
と
も
な
う
価
格
の
低
下
が
な
さ

れ
て
き
た
。
と
こ
ろ
で
、
固
定
費
の
な
か
で
重
要
な
内
容
を
な
す
減
価
償
却
は
、
基
本
的
に
は
短
期
・
加
速
度
償
却
、
ま
た
利
益
の
額
に

応
じ
た
政
策
的
な
計
上
が
実
施
さ
れ
た
。
固
定
費
の
低
下
は
、
以
上
の
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
っ
て
拡
大
さ
れ
た
費
用
の
計
上
の
も
と

で
実
現
さ
れ
た
の
で
あ
っ
て
、
こ
こ
に
石
油
化
学
企
業
で
の
高
操
業
度
の
維
持
を
前
提
に
し
た
大
型
化
の
「
効
果
」
を
指
摘
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

以
上
の
大
型
化
、
高
操
業
度
の
維
持
、
加
速
度
償
却
の
も
と
で
の
固
定
費
の
低
下
、
需
要
の
拡
大
、
よ
り
一
一
層
の
大
型
化
と
い
う
石
油

化
学
企
業
の
蓄
積
の
状
況
は
、
先
発
企
業
に
限
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
先
発
企
業
で
あ
っ
て
も
、
不
況
期
に
は
こ
の
拡
大
は
不
可



能
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
後
発
企
業
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
拡
大
の
パ
タ
ー
ン
は
設
立
当
初
よ
り
実
現
不
可
能
な
も
の
で
あ
っ

た。
さ
ら
に
、
大
型
化
で
の
設
備
投
資
と
減
価
償
却
の
状
況
を
み
る
と
、
三
井
石
油
化
学
、
三
菱
油
化
で
は
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
資

金
の
確
保
が
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
。
先
発
企
業
で
は
、
大
型
化
・
技
術
革
新
を
と
も
な
っ
た
投
下
資
本
の
即
時
的
な
回
収
と
、
こ
の

回
収
資
金

ιよ
る
大
型
化
・
技
術
革
新
が
展
開
さ
れ
た
。
ま
た
こ
の
大
型
化
・
技
術
革
新
の
推
進
の
た
め
に
は
銀
行
か
ら
の
借
入
金
が
不

可
欠
で
あ
っ
た
。
大
型
化
は
、
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
資
金
の
確
保
と
、
銀
行
か
ら
の
借
入
金
に
よ
っ
て
展
開
さ
れ
、
と
く
に
先
行

的
に
実
施
さ
れ
る
設
備
投
資
の
性
格
上
、
銀
行
か
ら
の
借
入
金
が
不
可
避
な
役
割
を
は
た
し
た
。
こ
の
た
め
、
石
油
化
学
企
業
で
は
莫
大

な
借
入
金
を
か
か
え
大
き
な
金
利
負
担
を
負
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
拡
大
の
過
程
は
、
石
油
化
学
企
業
と
銀
行
の
結
び
つ
き
を
よ
り
強

化
、
発
展
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
大
型
化
は
、
政
府
、
銀
行
、
業
界
に
よ
っ
て
推
進
さ
れ
た
が
、
そ
の
大
型
装
置
を
実
際
に
ど
の

よ
う
に
操
業
し
え
た
か
が
最
大
の
問
題
と
な
る
。
す
で
に
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
、
大
型
装
置
は
先
発
企
業
に
あ
っ
て
の
み
高
率
な
操
業

が
維
持
で
き
た
の
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
大
型
化
の
「
効
果
」
は
先
発
企
業
に
限
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
後
発
企
業
で
の
大
型
装
置

の
建
設
は
、
そ
の
高
率
で
の
操
業
が
不
可
能
で
あ
っ
た
た
め
、
苦
し
い
経
営
状
態
に
直
面
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
大
型
化
は
操
業
度
の
格

差
に
よ
っ
て
、
先
発
企
業
と
後
発
企
業
の
収
益
力
に
お
い
て
、
い
わ
ゆ
る
企
業
格
差
を
い
ち
じ
る
し
く
進
展
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ

う
し
た
意
味
で
、
本
稿
で
指
摘
し
て
き
た
先
発
企
業
の
大
型
装
置
の
建
設
と
そ
の
高
操
業
度
の
維
持
、
そ
の
結
果
と
し
て
の
固
定
費
の
低

下
と
価
格
の
器
下
、
需
要
の
拡
大
、
ま
た
そ
の
も
と
で
の
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
利
益
の
留
保
と
い
う
蓄
積
の
過
程
は
、
後
発
企
業

を
排
除
し
、
先
発
企
業
の
独
占
化
を
よ
り
推
進
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
わ
が
国
石
油
化
学
工
業
の
政
府
、
銀
行
、
業
界
に
よ

わ
が
国
石
油
化
学
企
業
と
減
価
償
却
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る
装
置
の
大
型
化
は
、
先
発
企
業
の
蓄
積
を
進
め
、
独
占
化
を
進
め
る
と
い
う
内
容
を
も
っ
て
い
た
。

以
上
の
石
油
化
学
独
占
の
蓄
積
の
過
程
で
、
減
価
償
却
は
、
大
型
化
に
よ
る
単
位
当
り
償
却
費
の
減
少
に
も
と
づ
く
原
価
の
引
下
げ

と
、
大
型
化
の
「
効
果
」
の
範
囲
内
で
減
価
償
却
費
の
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
拡
大
と
い
う
二
つ
の
側
面
の
な
か
で
展
開
さ
れ
た
。

大
型
化
の
「
効
果
」
が
顕
著
に
実
現
で
き
単
位
当
り
の
償
却
費
が
い
ち
じ
る
し
く
低
下
す
る
も
と
で
は
政
策
的
で
大
幅
な
短
期
・
加
速
度

償
却
が
実
施
さ
れ
る
。

一
方
、
大
型
装
置
の
操
業
度
が
低
下
す
る
も
と
で
は
、
償
却
額
は
相
対
的
に
制
限
さ
れ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
す

な
わ
ち
、

一
定
の
操
業
度
が
維
持
さ
れ
る
な
ら
ば
、
大
型
化
・
技
術
革
新
が
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
固
定
費
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
に
よ

っ
て
原
価
引
下
げ
を
実
現
す
る
。
こ
の
こ
と
は
、

一
方
で
は
企
業
が
会
計
上
、
計
上
す
る
減
価
償
却
費
を
拡
大
す
る
条
件
を
つ
く
り
あ
げ

る
。
現
実
の
固
定
費
の
低
下
に
よ
る
原
価
引
下
げ
は
、
原
価
と
市
場
で
の
価
格
の
差
を
拡
大
し
、
過
大
な
償
却
費
の
計
上
に
よ
る
原
価
の

水
増
し
を
可
能
に
す
る
。
換
言
す
れ
ば
、

一
放
に
主
張
さ
れ
る
よ
う
に
大
型
化
・
技
術
卒
新
が
は
げ
し
い
機
械
装
置
に
あ
っ
て
は
経
済
的

陳
腐
化
が
は
げ
し
く
、
そ
の
短
期
・
加
速
度
償
却
が
必
要
と
な
る
の
で
は
な
く
、
独
占
的
な
企
業
で
の
大
型
化
・
技
術
革
新
は
固
定
費
を

低
下
さ
せ
原
価
を
引
下
げ
る
た
め
、
こ
の
範
囲
内
で
政
策
的
な
短
期
・
加
速
度
償
却
の
実
施
に
よ
る
固
定
費
の
水
増
し
を
可
能
に
す
る
。

そ
し
て
、
こ
の
条
件
を
前
提
に
し
て
、
企
業
は
短
期
・
加
速
度
償
却
を
そ
の
状
況
に
応
じ
て
実
施
し
、
利
益
を
留
保
し
て
蓄
積
を
達
成
す

る
。
わ
が
国
石
油
化
学
企
業
の
大
型
化
に
よ
る
大
幅
な
価
格
低
下
は
、
こ
う
し
た
短
期
・
加
速
度
償
却
に
よ
る
固
定
費
の
水
増
し
に
も
か

か
わ
ら
ず
実
現
さ
れ
た
原
価
の
引
下
げ
を
基
礎
に
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

石
油
化
学
独
占
の
減
価
償
却
の
具
体
的
な
分
析
を
と
お
し
て
、

一
般
に
指
摘
さ
れ
る
政
策
的
、
弾
力
的
な
減
価
償
却
費
の
計
上
が
、
装

置
の
大
型
化
、
固
定
費
の
低
下
お
よ
び
操
業
度
の
変
動
等
の
企
業
の
現
実
的
な
動
向
に
規
定
さ
れ
て
展
開
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

（
告
冗
）




